
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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会津本郷町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：隣接都市郊外への大型ショッピングセンター建設による個人事業主所得の減収に加え、地方部においては景気回復が波及し
ておらず、給与所得及び、法人所得についても伸び悩み傾向にあることから、類似団体平均を下回っている。今年度に新町において、行政
改革推進のための集中改革プランを策定することとしており、歳出関係の取組みにおいては、退職者不補充等による職員数の削減、補助金
の整理合理化（10％削減）、指定管理者制度の活用や施設の統廃合等（平成19年中学校統合、平成20年小学校統合、平成19年幼稚園と保
育所の一体化）による事務事業の削減などをおこない、人件費の削減、民間委託等による事務事業費の削減、補助金の整理合理化の実施
等をおこない、税の徴収対策としては、徴収率の１％向上の取組みを実施することなどを通して、財政基盤の強化に努める。
経常収支比率：類似団体平均を1.3ポイント下回っているが、地方債を財源とする大規模事業を実施してきたことによる元利償還金がピーク
を迎えたため、年々増加傾向にある。中央での活況のような景気の回復の実感はなく非常に厳しい状況にあり、税収入の増収を見込むこと
はできないため、平成17年度を起点とし、平成21年度までの集中改革プランを策定することにより、使用料、手数料の３年サイクルでの見直
し、町有財産の有効活用（効果見込額27,000千円）、施設の統廃合（効果見込額91,000千円）、事務事業の合理化（効果見込額6,700千円）
等を実施し、併せて今後５年間の財政計画を策定し、健全な財政が将来にわたって確保されるよう財政基盤の確立を図っていく。
ラスパイレス指数：類似団体平均にある。平成18年度は管理職員手当の10％削減、一般職員の時間外手当の削減を行なうとともに、行政
改革により人件費の削減を図り、より一層の給与の適正化に努める。
起債制限比率：類似団体平均を1.0ポイント下回っているが、地方債を財源とする大規模事業を実施してきたことによる元利償還金がピーク
を迎えたため、年々増加傾向にある。今後、統合小学校建設（約4億3千万円）、国営会津宮川土地改良事業償還負担金繰上償還のための
新規の地方債発行額（24億8千万円）等により高くなることが予測されるので、交付税措置のある過疎債、合併特例債等について、個々の事
業の内容に応じて選択を行い、さらに新規事業については、町振興計画との整合性を図りながら財政計画を策定することにより、健全な財政
運営を図っていく。
人口一人当たり地方債現在高：合併前については、極力、大規模な事業等については実施を見送っていたこともあり、類似団体平均を下
回っているが、今後、地域が総合的に、かつ速やかに一体性を確立するために、街なみ環境整備、ＩＣアクセス道路整備、まちづくり都市再
生整備等の事業を実施していく必要もあるので、起債の借入にあたっては、元金の償還をできるだけ上回らないよう配意し、財政の健全化を
図る。人口1,000人当たり職員数：退職職員の不補充により、類似団体平均より下回っている。しかし、合併により職員が増となるため、定員
管理計画により、組織、機構改革を実施し、人員の適正な管理を行う。


